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要旨：耐震診断基準の袖壁付柱の終局強度評価法は，両側袖壁付柱を前提としており，片側袖壁付柱の強度

評価法の妥当性については未解明な点も多い。本研究では，片側袖壁付柱の破壊挙動や応力伝達機構を解析

的手法により考察し，せん断終局強度や曲げ終局強度の評価法について検討した。袖壁付柱のせん断終局強

度を，壁部分と柱残余部分に分割して，強度を累加する方法が提案されているが，本報で実施した解析の応

力・ひずみ状況では，この分割累加の考え方が妥当であるとの結果であった。この分割累加の考え方を，曲

げ終局強度評価への応用も試みたが，耐震診断基準式よりも精度よく評価できるという結果であった。 

キーワード：片側袖壁付柱，終局強度，分割累加，FEM 解析，トラスアーチ理論 

 

1. 序論 

 1999 年版までの RC 規準では，図-1,写真-1 のような

袖壁付柱の強度に関する明瞭な規定がなく，2010 年版の

RC 規準 1)から袖壁付柱に関する項目が追加されたが，そ

の強度評価法には問題点も多く指摘されている。また，

耐震診断基準 2)には，袖壁付柱の終局強度式は示されて

いるものの，両側袖壁付柱を前提としたものであり，片

側袖壁付柱に対する強度評価法の妥当性については未解

明な点も多い。例えば，図-2に，袖壁付柱の既往研究 3),4)

での，曲げ破壊型の実験結果と耐震診断基準式との比較

を示すが，強度評価が比較的容易とされる曲げ終局強度

においても，片側袖壁付柱では大きな差異となっている。 

 このような背景から，構造設計では，柱と袖壁をスリ

ットで分離するような対処方法が多く用いられている。

しかしながら，袖壁付柱は有効な耐震要素であることが

実証されており，この袖壁付柱を積極的に利用するため

には，その終局強度評価法の確立が不可欠である。 

 本研究では，片側袖壁付 RC 柱の地震時挙動を解析的

手法により検討し，片側袖壁付 RC 柱の終局強度評価法

について考察する。 

 

2. 耐震診断基準のせん断終局強度評価法に関する検討 

2.1 解析手法概要 

 解析手法は，文献 5)に示す 2 次元非線形 FEM 解析で

あり，図-4に応力-ひずみ関係を示すが，詳細は文献 5)

を参照されたい。この FEM 解析法の精度を検証するた

めに，裵らによる片側袖壁付柱の実験 3)と解析結果の比

較を行った。図-3に解析モデル，表-1に試験体諸元を示

し，実験結果と解析結果の比較を図-5 に示す。図より，

本研究で用いる FEM 解析は正負加力ともに実験結果と

ほぼ対応しており，破壊モードについても同様であった。 
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  袖壁柱

図-1 片側袖壁付柱

写真-1 袖壁付柱の被害例 図-2 曲げ終局強度の比較 

図-3 解析モデル図(SWT-L) 図-4 応力-ひずみ関係(FEM) 

表-1 既往実験試験体諸元 

(a) SWT-L (b) SWT-LW 

図-5 既往実験結果と解析結果の比較 
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(a) コンクリート (b) 鉄筋 

試験体名
柱せい

D(mm)

柱幅

b(mm)

袖壁長さ

βD(mm)

壁厚

t(mm)

主筋比

Pg(%)

帯筋比

Pw(%)

壁筋比

Pwv(%)

軸力比

η

SWT-L 400 400 800 100 2 0.32 0.32 0.2

SWT-LW 400 400 800 100 2 0.64 0.64 0.2

使用鉄筋　主筋σy=372N/mm2　　帯筋σy=340N/mm2　　壁筋σy=340N/mm2

コンクリート圧縮強度　　fc=33N/mm2
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2.2 耐震診断基準のせん断終局強度式 

 耐震診断基準では，以下に示すように，4 ケースのせ

ん断強度のうち，最大値をせん断終局強度とする規定と

なっている(図-6参照)。 

 

ケース 1 ܳ௦௨ଵ：袖壁付柱と独立柱の平均の強度 

ケース 2 ܳ௦௨ଶ：等価断面耐震壁の強度 

ケース 3 ܳ௦௨ଷ：独立柱のみの強度 

ケース 4 ܳ௦௨ସ：柱を無視した雑壁の強度 

 

ܳ௦௨ ൌ max	ሺܳ௦௨ଵ, ܳ௦௨ଶ, ܳ௦௨ଷ, ܳ௦௨ସሻ           (1) 

  

ܳ௦௨ଵ ൌ ቊ
଴.଴ହଷ௣೟బ.మయሺଵ଼ାி௖ሻ

ಾ
ሺೂ∙೏೐ሻ

ା଴.ଵଶ
൅ 0.85ඥ݌௪௘ߪ௪௬ ൅ ଴௘ቋߪ0.1 ܾ௘ ௘݆  (2) 

 

なお，各ケースで用いる計算式は式(2)と同一であるが，

断面置換や壁筋比の置換方法が異なる。式の詳細につい

ては，文献 2)を参照されたい。 

 

2.3 せん断終局強度に関する検討 

 ここでは，耐震診断基準による片側袖壁付柱のせん断

終局強度と FEM 解析結果の比較を行う。 

 図-7に片側袖壁付柱の解析モデル，表-2に解析に用い

た断面，配筋および材料諸元を示す。この片側袖壁付柱

の解析モデルは，文献 6)の柱試験体 N00-N04 に袖壁が

ついたモデルとし，せん断破壊型になるように計画した。

この N00-N04 試験体は 3，4 階建ての学校建築の RC 柱

を想定したもので，断面 350mm×350mm，高さ 1050mm

で，およそ実大の 1/2 スケールである。この解析モデル

の袖壁端部には，端部縦筋を配置している。 

 この片側袖壁付柱への加力は，加力スタブ中心高さ位

置に水平力を載荷し，軸力は載荷していない。解析は袖

壁長さ比(β)をパラメータとし，それぞれ袖壁圧縮側加

力と，袖壁引張側加力の 2 ケースについて解析を行った。 

図-8 に解析結果の荷重-変位関係を示し，せん断終局

強度に関する解析と耐震診断基準式の比較を図-9 に示

す。図-9より，耐震診断基準のせん断終局強度は，袖壁

引張側と袖壁圧縮側で同一の値となる規定となっている

が，解析においても，袖壁引張側と袖壁圧縮側で，せん

断終局強度はおおむね同様の強度となっている。しかし

ながら，FEM 解析結果と比べると，耐震診断基準のせん

断終局強度は，袖壁長さが長くなるほど，過大となる傾

向となっている。 

 なお，本試験体では，耐震診断基準のせん断終局強度

はܳ௦௨ଶ，すなわち，袖壁付柱と等断面積の長方形断面と

した場合のせん断終局強度により決定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 解析モデル諸元（せん断型） 

図-6 せん断終局強度評価法（耐震診断基準） 

(a) β=0.5 (b) β=2 (c) β=3 

独立柱 雑壁

袖壁付柱と
独立柱の平均 等価断面耐震壁

図-9 せん断終局強度の比較 

図-8 荷重-変位関係（せん断型）

(a) 袖壁圧縮 (b) 袖壁引張 
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試験体名
柱せい

D(mm)

柱幅

b(mm)

袖壁長さ

βD(mm)

壁厚

t(mm)

主筋比

Pg(%)

帯筋比

Pw(%)

壁筋比

Pwv(%)

軸力比

η

WW-S0.5 350 350 175 70 2.48 0.1 0.25 0

WW-S1 350 350 350 70 2.48 0.1 0.25 0

WW-S2 350 350 700 70 2.48 0.1 0.25 0

WW-S3 350 350 1050 70 2.48 0.1 0.25 0

WW-S4 350 350 1400 70 2.48 0.1 0.25 0

WW-S5 350 350 1750 70 2.48 0.1 0.25 0

使用鉄筋　主筋σy=500N/mm2　　帯筋σy=366N/mm2　　壁筋σy=350N/mm2

コンクリート圧縮強度　　fc=13.5N/mm2

-704-



 このような長方形断面置換のせん断終局強度評価法は，

袖壁端部の幅が実際より大きくなるため，せん断終局強

度を過大評価する可能性のあることが，RC 規準でも指

摘されており，図-9の結果と符合している。 

 さらに，長方形置換による強度式には，柱帯筋の効果

や等価壁厚に対する等価な壁筋比への置換方法などにも

注意が必要との指摘もある。 

 以上のように，耐震診断基準における，片側袖壁付柱

のせん断終局強度評価法には，改善すべき点が多く残さ

れていると考えられる。 

 

3. 耐震診断基準の曲げ終局強度評価法に関する検討 

3.1 耐震診断基準の曲げ終局強度式 

耐震診断基準では，図-10 に示すように，片側袖壁付

柱の曲げ終局強度を，袖壁が圧縮側と引張側に分けて，

下記のように算定する規定となっている(式(3)，(4)参

照)。 

 

 袖壁圧縮側では，袖壁を考慮して下式により算定する。 

௨ܯ ൌ ሺ0.9 ൅ ܦ௬ߪሻܽ௧ߚ ൅ ܦ0.5ܰ ൜1 ൅ ߚ2 െ
ே

௕೐஽ி೎
ቀ1 ൅

௔೟ఙ೤
ே
ቁ
ଶ
ൠ   (3) 

 

 袖壁引張側では，袖壁を無視し，柱のみとして下式に

より算定する。 

௨ܯ ൌ 0.8ܽ௧ߪ௬ܦ ൅ ܦ0.5ܰ ቀ1 െ
ே

௕஽ி೎
ቁ        (4) 

 

3.2 曲げ終局強度に関する検討 

 耐震診断基準における片側袖壁付柱の曲げ終局強度評

価法の妥当性について検討するために，図-11 に示すよ

うな袖壁付柱試験体に対して FEM 解析を実施した。こ

の解析では，袖壁長さをパラメータとし，袖壁圧縮側と，

袖壁引張側の 2 ケースについて解析を行った。解析に用

いた断面，配筋，材料の諸元を表-3に示す。 

図-12に解析結果の荷重-変位関係を示し，耐震診断基

準式と解析結果の曲げ終局強度の比較を図-13，図-14に

示す。図-13 には，袖壁長さを変化させた場合の曲げ終

局強度の変化が示されている。図より，袖壁圧縮側では，

耐震診断基準式と解析結果は同様の傾向となっているの

に対して，袖壁引張側では，耐震診断基準式は袖壁長さ

によらず一定の曲げ終局強度となっており，解析結果に

対して安全側評価ではあるものの，傾向が大きく異なっ

ている。 

このように，耐震診断基準における袖壁圧縮側の曲げ

終局強度式は，おおむね妥当と判断されるが，袖壁引張

側の曲げ終局強度評価法には，検討すべき点が残されて

いると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 袖壁引張 

袖壁圧縮 袖壁引張

袖壁無視袖壁考慮

図-10 曲げ終局強度評価法 

表-3 解析モデル諸元（曲げ型）

図-13 曲げ終局強度の比較 
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図-12 荷重-変位関係（曲げ型） 

(a) 袖壁圧縮 (b) 袖壁引張 

図-14 耐震診断基準式と解析結果の比較 

図-11 袖壁単体解析モデル 
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柱せい

D(mm)

柱幅

b(mm)
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βD(mm)

壁厚

t(mm)

主筋比

Pg(%)

帯筋比

Pw(%)

壁筋比

Pwv(%)

軸力比

η

WW-M0.5 350 350 175 52.5 0.62 0.475 0.25 0.135

WW-M1 350 350 350 52.5 0.62 0.475 0.25 0.135

WW-M2 350 350 700 52.5 0.62 0.475 0.25 0.135

WW-M3 350 350 1050 52.5 0.62 0.475 0.25 0.135

WW-M4 350 350 1400 52.5 0.62 0.475 0.25 0.135

WW-M5 350 350 1750 52.5 0.62 0.475 0.25 0.135

使用鉄筋　主筋σy=348N/mm2　　帯筋σy=366N/mm2　　壁筋σy=350N/mm2

コンクリート圧縮強度　　fc=29.66N/mm2
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4. 分割累加

 本章では

度評価法に

4.1 分割累加

 文献 3)，

柱幅から壁

ぞれのせん

本節では，

-16のような

解析法は，

解析モデル

お，解析は

解析結果

最外面要素

要素での主応

応力分布に

れないのに

主応力の流

さらに，

ずみ分布を

ると，柱幅

るのに対し

 このよう

厚さ方向の

部に向けて

では，柱頂

が存在して

 以上の解析

において，

形断面とし

分と壁部分

する分割累加

4.2 分割累加

 壁部分お

(3)-(5)に示

 

௨ܸ ൌ

௨ܸ ൌ

௨ܸ ൌ

 

 分割累加

FEM 解析結

果のせん断

ていること

加によるせん断

，片側袖壁付

ついて検討す

加式の妥当性に

4)に，図-15

厚さを差し引

断終局強度を

この分割累加

な 3 次元 FEM

2.1 節の FEM

および試験体

，袖壁が圧縮

の主応力分布

の主応力分布

応力分布とな

は，外側要素

対し，柱部分

れにやや差異

図-18 には，

示す。柱の圧

方向の中央要

，柱の外側要素

な応力・ひず

中央部分では

のアーチ的な

部から柱脚部

いると考える

析より，片側

耐震診断基準

て算定する手

に分割し，そ

加の考え方が

加式によるせん

および柱残余部

示すような，文
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には，壁部分と柱残余部分に分割して，それぞれの強度

を累加するという考え方が妥当であると判断される。 

 

5. 分割累加による曲げ終局強度評価法に関する検討 

5.1 せん断の影響を考慮した断面の曲げ解析 

ここでは，片側袖壁付柱の曲げ終局強度評価法につい

て考察するが，前章のせん断終局強度評価と同様に，図

-21 のように，壁部分と柱残余部分に分割し，それぞれ

の強度を断面の曲げ解析により計算し，この 2 つを累加

することにより曲げ終局強度を算定する。 

 ただし，断面の曲げ解析では，文献 8)の方法により，

せん断の影響も考慮したが，曲げ柱単体の計算結果を図

-22,図-23に示す。これらの図より，せん断の影響も考

慮した断面の曲げ解析は，通常の断面の曲げ解析に比べ

て，FEM 解析結果に近くなっていることがわかる。 

5.2 片側袖壁付柱の曲げ終局強度算定方法 

せん断の影響も考慮した曲げ強度算定のフローチャ

ートを図-24に示すが，詳細は文献 8)を参照されたい。

この方法で，壁部分と柱残余部分の曲げ強度を算定し，

両者を累加し，袖壁付柱の曲げ強度とした。ここで，両

者の累加に際しては，図-25 のように，壁部分と柱残余

部分の引張側鉛直ひずみが一致するときの曲げモーメン

トを累加することとした。 

 曲げ強度算定に用いた応力-ひずみ関係を図-26 に示

す。各分割要素の応力・ひずみ状態は，Collins の修正圧

縮場理論に基づき，図-27のモールの応力円とひずみ円，

応力-ひずみ関係を用いて軸方向力の釣合い，およびせん

断力の釣合いを満足するように収斂計算により求めたが，

詳細は文献 8)を参照のこと。 

5.3 本評価法による曲げ終局強度計算結果 

上述した曲げ強度算定法を，図-11 に示す曲げ破壊型

の片側袖壁付柱に対して計算を行った。 

袖壁長さ比 β=1 と β=2 の 2 ケースについて，本評価法

による鉛直ひずみ分布を図-28 に示す。柱脚部圧縮側の

鉛直ひずみ分布をみると，壁部分では引張ひずみとなっ

ているのに対し，柱残余部分では圧縮ひずみになってい

ることがわかる。これは，図-18に示す FEM 解析の鉛直

ひずみの状況と符合しており，断面の曲げ解析に分割累

加を応用する方法は妥当であると判断できる。 

 また，この曲げ強度算定法による結果と，耐震基準式

および FEM 解析結果の曲げ終局強度を比較した結果を

図-29 に示す。図より，袖壁圧縮側では，本報の曲げ終

局強度計算結果は，耐震診断基準式に比べて，より FEM

解析結果に近くなっていることがわかる。また，袖壁引

張側では，本報の曲げ終局強度計算結果は，FEM 解析結

果との差異もみられるものの，耐震基準式に比べて，

FEM 解析結果に近づいている。  
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以上より，分割累加の考え方を曲げ終局強度算定にも

応用した，本報の曲げ終局強度算定法は，およそ妥当で

あると考えられる。 

 

6. 結論 

 本研究では，片側袖壁付柱の終局強度評価法について

解析的な検討を行った。本研究で得られた成果を以下に

示す。 

１）耐震診断基準による，片側袖壁付柱のせん断終局強

度式は，FEM 解析結果に比べて過大評価であった。 

２）耐震診断基準による片側袖壁付柱の曲げ終局強度式

は，FEM 解析と比較して，袖壁圧縮側ではおおむね妥当

であったが，袖壁引張側では袖壁を無視しているため安

全側の評価となっていた。 

３）3 次元 FEM 解析結果によれば，片側袖壁付柱の壁部

分と柱残余部分で異なる応力伝達機構がみられ，壁部分

と柱残余部分のせん断終局強度を累加するという分割累

加の考え方 3),4)は妥当であると判断される。また，トラ

スアーチ理論を用いた分割累加の計算結果は，FEM 解析

結果とよく対応していた。 

４）片側袖壁付柱の曲げ終局強度算定に，分割累加の考

え方を応用した計算結果は，耐震診断基準式に比べて，

FEM 解析結果に近いという結果であった。 
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図-29 本評価法と FEM 解析結果の比較 

(a) 袖壁圧縮 (b) 袖壁引張 

図-26 曲げ強度算定に用いた応力-ひずみ関係 
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図-27 モールのひずみ円，応力円 
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図-28 本評価法の鉛直ひずみ分布 
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